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事 業 名 称 リノベーションまちづくり栗東（RMR）設立支援事業 

事 業 主 体 名 栗東市 

連 携 先 
慶応義塾大学（笠井）、滋賀県建築士会（木村）、TRAD&c（吉田）、 
株式会社サンワコン（藤原） 

対 象 地 域 滋賀県栗東市 

事 業 の 特 徴 

・「住まいの記憶史」調査の実施 

・本調査の実践を通じた NPO 関係者の育成、空き家相談員や空き家対策に関

連する専門家、移住者等をつなぐネットワーク化 

・市街化調整区域における空き家利活用方策の検討 

・一連の取り組みを通じた NPO 法人の設立準備の推進 

成 果 

・空家所有者等への聴き取り調査、調査方法の一般化 

・「住まいの記憶史」ポスター型リーフレット製作 

・「住まいの記憶史」調査ガイドライン作成、報告会の開催 

・市街化調整区域における空き家利活用に向けた条例や基準の見直しのロー

ドマップの作成 

・NPO 団体の設立（認可申請準備中） 

成果の公表先 栗東市ホームページ http://www.city.ritto.lg.jp/ 

 

１．事業の背景と目的 

【背景】 

平成 21 年度、「新たな公」によるコミュニティ創生支援事業（国土交通省）をきっかけとして、

歴史街道などの美しい街並みづくりに関心を持つ者が集い、地域との協働による景観まちづくり

活動を展開してきた。これらの活動は、市内の岡・目川地区（歴史街道）、観音寺（農山村）、安

養寺（中心市街地）へと対象エリアを拡大しながら、多様な景観まちづくりに発展してきた。こ

れらは地域住民とまちづくり団体というエリアだけではなく、大学連携や各種団体とのネットワ

ーク関係を拡大してきたものである。 

こうした活動経過とともに、当時のメンバーを中心に、美しい街並み保存を目指すなかで、空

き家化の防止や、空き家となった際にも街並み景観が保全される仕組みづくりへと関心を深めて

きたところにある。特に、これまでの活動を通じて得た、地域住民とのつながりにおいて注目し

ている点として、家屋所有者の家屋や暮らしに向けた想い入れであり、これらを継承していく（住

み継ぐ）ことを通じて、空き家化による美しい景観の喪失に歯止めをかけることにある。 

こうした想いをもった有志が集い、栗東市の空家等対策計画の策定に合わせ、「景観」の視点

で美しい家屋等の保全に向け、ＮＰＯ設立を目指しているところにある。 

また、栗東市では、空家等対策に向けた各種施策のアウトソーシングや、地域の基礎コミュニ

ティとなる自治会単位の空き家相談員制度等を検討しており、これらの受け皿となる NPO 設立を

切望している。特に、次年度から着手を目指している空き家利活用モデル事業では、中山道に面

した空き家物件のリノベーションを実施する予定としており、このテナントミックスや運営管理

を NPO に委託する方向となっている。 

【目的】 

本事業では、栗東市の空家等対策における各種施策の担い手となるＮＰＯ法人リノベーション

まちづくり栗東（RMR）（以下、「リノマチ栗東」）の設立を図る。特に、リノマチ栗東の主要なミ

ッションとなる保全すべき家屋の空き家化の防止、空き家の利活用促進に向け、「住まいの記憶
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史」聴き取り調査法の考案に向け、社会学者（人生史）や建築士等の専門的知見を取り入れる。

「住まいの記憶史」とは、美しい家屋が住み継がれ後世に紡いでいくため、所有者の語りから暮

らしや家屋への想い、建築様式に込められた暮らしの経過に寄り添い、記憶を記録するものであ

る。これらの「住まいの記憶史」を含め、総合的に家屋を継承する仕組みを創出することを目指

している。家屋に固有の暮らしや想い入れがあるからこそ、空き家化したり、空き家が流動化し

ない要因があると考えられ、「住まいの記憶史」を含めた家屋を住み継ぐことで、所有者、地域、

まち全体にとっての好循環を創出することを目指すものである。 

また、自治会ごとの空き家相談員による空き家利活用の促進に向け、市街化調整区域における

民泊法の活用と NPO 設立を関連付けた仕組みづくりを検討する。空き家相談員が空き家利活用に

向けた選択肢を広げるとともに、空き家相談員と NPO 専従スタッフ、専門家のネットワーク化を

通じて、地域課題と関連付けながら、空き家対策に向けた NPO 法人のスタートアップを目指す。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

事業の概要と手順は以下のとおり。 

表１ 実施スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

③、⑤ 「住まいの記憶史」聴き取り調査

⑤ 「住まいの記憶史」の編集デザイン

② 「住まいの記憶史」調査法の整理・集約

② 移住者×空き家相談員　意見交換会準備

②・④ 移住者×空き家相談員　意見交換会

①・②・④ 家屋史調査法の講習会

⑤ ＮＰＯ設立準備 NPO法人設立

⑤ 「住まいの記憶史」を通じた住み継ぐマッチング

⑤
市街化調整区域における民泊法を活用した
先進事例等の調査・分析

⑤
市街化調整区域における民泊法を活用した
空き家利活用スキーム案の作成

⑤
市街化調整区域のおける民泊法活用に向けた
例規の改正等

令和元年度
事業項目 具体的な取組内容
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表２ 各取組の業務役割分担表

取組内容 具体的な内容

（小項目） 

担当者（組織名） 業務内容 

住まいの記憶史

調査 

対象物件の選

定 

NPO 関係者会議 ・調査対象の検討、依頼 

住まいの記憶

史調査 

生活史調査（笠井）と

建築士（木村） 

 

・聴き取り調査の中心的な役割を果た

しつつ、日程の都合がつく範囲で NPO

関係者が集い、聴き取り調査を通じ

た人的ネットワークの構築を図る。

テープ起こし NPO 関係者 

（大学生） 

・聴き取り調査結果に関しては、多く

の個人情報を扱うため取扱いに注意

を要するものの、調査結果の分析や

報告書作成の基本データとするた

め、テープ起こし作業を行う。この

業務に関しては、本調査に関心をも

つ大学生が担当する。 

調査法の手引

きの制作 

慶応義塾大学（笠井）

建築士（木村） 

・住まいの記憶史調査の手引き等の作

成 

マッチングブ

ック 

TRAD&c（吉田） ・デザイン性の高いマッチングブック

の作成を行う。 

調査報告書の

取りまとめ 

㈱サンワコン（藤原） ・住まいの記憶史調査の調査報告書等

の作成 

市街化調整区

域における民泊

法活用等の検

討 

方向性の検討 NPO 関係者 ・市街化調整区域における空き家利活

用方策の検討を進めるとともに、Ｎ

ＰＯが関連する仕組みづくりを検討

する。 

関係課との調

整 

報告書作成 

㈱サンワコン（藤原） ・課題となる法規制等を担当する所属

との内部調整を行い、具現化に向け

て必要となる条例や規則、基準等の

改正可能性や見通しを整理し、ロー

ドマップの作成を行う。 

ＮＰＯ関係者や

空き家相談員・

移住者等との交

流ネットワーク 

意見交換会の

開催 

市・関係者全員 ・本市の空き家対策を通じて関係する

専門家や空き家所有者、移住者等を

中心として、本事業による成果報告

会を兼ねた意見交換会を開催する。

NPO 設立準備 市・関係者全員 ・関係者への呼びかけに関しては、関

係者会議を担う構成メンバーが中心

となり、参加を呼びかけるとともに、

ＮＰＯ設立に向けた機運の醸成を図

り、ＮＰＯ設立総会の開催につなげ

ていく。 



4 

 

図１ 取組フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の取組詳細 

①「住まいの記憶史」調査の実施 

ⅰ）調査の概要 

「住まいの記憶史」聴き取り調査法の考案を行うなかで、美しく保全すべき家屋（空き家）所

有者の生活史や、家屋の建築様式等の調査を行った。「住まいの記憶史」調査では、家屋の基本

情報だけでなく、建築工法や使用された材料等の建築の視点から家屋を読み解くとともに、刻み

込まれた思い出やエピソードなど家屋所有者の生活史の聴き取りを通じて、家屋固有の後世に残

していきたい記憶の情報収集を行った。 

聴き取り調査の現場においては、社会学者、建築士、デザイナー、コンサルタント、大学生、

行政職員がチームを構成し、対象者との雰囲気を大切にしながら、尋問や情報収集のような硬い

ヒアリングにならないよう、また、世間話に終始しないように留意しつつ、メンバー一人ひとり

が楽しく、興味や関心があることをヒアリングすることを心掛けた。チームの役割分担としては、

行政とコンサルタントが調整役となり、社会学者と建築士が中心となって聴き取り調査を進め、

大学生が調査結果の分析や成果の取りまとめの基本データとするためのテープ起こしを行い、デ

ザイナーが家屋にまつわる生活史を取りまとめる役割とした。 

【フロー図】  対象は、予備期・空き家を中心としつつ、通常期の物件をも対象と想定 

 

１．住まいの記憶史調査 

 

 

 

 

※対象物件は３件を想定 

※同一対象者に向けた聴き取り調査は複数回実施 

    （家屋所有者、かつて生活していた親族や兄弟、 

子どもの頃にともに遊んだ友人、隣近所の住民等） 

２．市街化調整区域における民泊法活用等の検討 

 

 

 

 

３．ＮＰＯ関係者や空き家相談員・移住者等との交流ネットワーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

【依頼・調整】 

市（竹山） 

【関係者会議】 

対象物件選定 

【住まいの記憶史調査】

生活史調査（笠井）

建築物調査（木村）

多様な主体の交流ネットワークを目指した意見交換会の開催 

空き家所有者、移住者、空き家相談員 

ＮＰＯ関係者、ＮＰＯに関心のある方など 

※ＮＰＯ設立総会を兼ねることを目標としている 

【関係者会議】 

課題・目的設定 

【報告書作成】 
調査法手引き（笠井） 

マッチングブック（吉田） 
建築図面（木村） 

【関係課協議】 

市（竹山） 

サンワコン（藤原） 

【報告書作成】 

市（竹山） 

サンワコン（藤原） 
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写真１ 「住まいの記憶史」聴き取り調査状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）調査の対象 

調査対象は、当初は空き家所有者を対象と考え、中山道沿いに建つ伝統的な家屋の空き家所有

者Ａ氏に聴き取り調査を実施した。選定に当たっては、古くから交通の要衝として栄えた本市の

東海道、中山道では、往時の雰囲気を今に伝える伝統的な建物が減り、固有の街道景観が失われ

つつあったこと、また、今後の本格的な少子高齢社会の到来を見据えつつ、歩いて行ける身近な

場所を中心として、住む場所と徒歩や公共交通などで繋ぐコンパクト＋ネットワークの考え方が

重要になってきていることから、大宝小学校をはじめとした様々な施設が立地する栗東駅近く、

中山道沿いに立地する空き家を選定した。 

その後、次なる対象者を選定する際に、空き家所有者だけを対象とするのではなく、取組の背

景にある美しい街並みや風景の保全のスタンスに立ち、将来に引き継ぎたい家屋の所有者等を対

象として聴き取り調査を行うこととした。 

このため、２人目の対象Ｂ氏は、宿坊の素地を有し、平成 21 年度「新たな公」によるコミュ

ニティ創生支援事業（国土交通省）の活動対象でもあった観音寺集落の中で、今後、家屋が空き

家化する可能性がある高齢者夫婦世帯を対象とした。 

また、３人目の対象Ｃ氏においても、平成 21 年度「新たな公」によるコミュニティ創生支援

事業（国土交通省）の活動対象であった東海道沿いの岡・目川地区において、将来へ家屋を引き

継ぐ後継者がいない高齢単身者を対象として聴き取り調査を行った。 

表３ 調査対象の概要 

対  象 空き家・家屋、周辺地域の状況 

① Ａ氏 

・ＪＲ栗東駅近く、中山道沿道に立地する伝統的な家屋 

・築 100 年の空き家（昔は米穀店を営む商家） 

・市街化区域 

② Ｂ氏 

・本市南端の山村集落、宿坊としての素地を有する観音寺集落（世帯数 16 世帯）

にある伝統的な家屋 

・前面道路は幅員 2ｍ程度（２項道路のため、建替えの際にはセットバックが必

要となり、町並みが崩れる恐れがある） 

・高齢夫婦世帯が居住 

・市街化調整区域 

③ Ｃ氏 

・東海道沿道に立地する伝統的な家屋であり、東海道の街道景観を形成 

・築約 100 年 

・高齢単身世帯が居住 

・市街化区域 
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表４ 「住まいの記憶史」聴き取り調査状況 

対  象 聴き取り調査の主な項目 

Ａ
氏
（
空
き
家
所
有
者
） 

① 
母 

所有者（息子） 

・家屋に関係する家族の構

成、生い立ち・人生史、

住まいの変遷 

・家屋の歴史、家屋にまつ

わる想い出（空き家（現

地）にて確認） 等 

② 
母 

所有者（息子） 

・子どもの頃の暮らし、遊

び、進学や結婚の経緯 

・昔の商いの状況、当時の

中山道の様子 

・小学校や自治会等、地域

に関する歴史・想い出 等 

③ 

母 

所有者（息子） 

父の友人２人 

・子どもの頃の思い出、昔

の遊び 

・Ａ氏邸での出来事 

・地域の歴史、地域とＡ氏

邸の関係 等 

Ｂ
氏
（
高
齢
夫
婦
世
帯
） 

① 
所有者、 

所有者の妻 

・家屋に関係する家族の構成、所

有者の生い立ち・人生史、家族

との暮らしの想い出 

・家屋の歴史、家屋にまつわる想

い出、家屋（間取り）の使い方 

・学生の短期ステイなど、まちづ

くり活動の想い出 等 

② 
所有者、 

所有者の妻 

・地域の行事、習慣、自治会活動 

・子どもの頃の想い出、地域での

遊びの想い出  

・子育て、仕事や農作業の想い出 

等  

③ 
短期ステイの
大学生（当時） 

・短期ステイしていた当時の生活、印象に残っている想い出 

・現在のＢ氏への想い、栗東への愛着 等 

Ｃ
氏
（
高
齢
単
身
世
帯
） 

① 所有者 

・家屋に関係する家族の構成、所

有者の生い立ち・人生史、家族

との暮らしの想い出 

・子どもの頃の思い出、家での生

活や遊びの思い出 

・家族と地域との関係   等 

② 所有者 

・押入や倉庫にある家

財等の確認 

・掛け軸、買い物帳な

どに関する想い出 

・米櫃や食器などの家

財道具に関する想い

出、収納の経緯 等 

※なお、Ａ氏については、父の妹を対象とした聴き取り調査を予定している。 
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②「住まいの記憶史」調査の実践を通じた NPO 関係者の育成、空き家相談員や空き家対策に関連する

専門家、移住者等をつなぐネットワーク化 

空き家対策における利活用モデル事業や空き家バンク等の担い手としてリノマチ栗東の専従

スタッフやメンバーの研修・育成事業の一環として、「住まいの記憶史」調査では大学生が調査

に同行し、テープ起こしや写真撮影など、記録の整理を通じて、ヒアリング作法や聴き取り技術

の習得・向上に取り組んだ。引き続き、NPO 団体の活動として、培った知識や経験を活かし、「住

まいの記憶史」調査の実践を通じた人材育成を進めていく。 

また、Ａ氏所有の空き家において、空き家対策における利活用モデル事業として、「空き家開

きワークショップ」を開催し、実際に空き家を利活用して取り組みたい活動希望者や空き家所有

者等との交流・意見交換会を実施した。 

写真２ Ａ氏所有空き家における活動希望者等との交流・意見交換会の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③市街化調整区域における民泊法活用ロードマップの作成 

本市における空き家の傾向として、市街化調整区域における空き家に関して、法規制の関係か

ら利活用方策が限定され、空き家として放置される事例が散見される。一方、本市では観光施策

を進めていくうえで、宿泊施設が少ないことが課題とされており、これらの課題を相互に解決す

ることが望まれている。 

このため、市街化調整区域における空き家の利活用促進に向け、また空き家相談員による空き

家活用策の選択肢の拡大を図り、更には NPO 法人の自立的な活動を担保するため、民泊法を活用

した利活用方策のデザイン検討を行った。 

民泊法の活用に関する先行事例を調査するとともに、空き家を民泊として活用することが、無

秩序な開発につながらないことを担保し、これらの制度設計に向け、NPO 法人が関与する形で検

討し、条例改正やガイドライン等の整備に向けたビジョンを検討した。 

 

写真３ 市街化調整区域における空き家の例 
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表５ 市街化調整区域における宿泊施設としての利活用が想定される制度概要等 

 農家民泊（農泊） 農家民宿 
住宅宿泊事業法（民泊新法）

による住宅宿泊事業 

概  

要 

・農家民泊は旅館業法の手

続きが不要。 

・農家民泊は、キッチンの

改装やトイレの増築など

の手続きや食品衛生法を

はじめとする許可の取得

が不要。（ただし、市町村

によって農家民泊関係の

条例による規制がある場

合がある。） 

・宿泊料金をとることがで

きないため、体験プログ

ラムという形で料金を徴

収。 

・農家民宿は，農林漁家が

旅館業法上の営業許可

（簡易宿泊営業）を取得

し，農林漁業に関する体

験等を宿泊者に提供する

もの。 

・農家民宿は農林漁業者に

よるもの、体験民宿は農

林漁業者以外の個人・団

体によるものに区分され

る。 

・客室延床面積が、33 ㎡未

満は小規模農家民宿、33

㎡以上は大規模農家民宿

と区分されている。 

・住宅宿泊事業とは、旅館

業法第３条の２第１項に

規定する営業者以外の者

が宿泊料を受けて届出住

宅に人を宿泊させる事業

であって、人を宿泊させ

る日数が 180 日を超えな

いもの。 

・住宅宿泊事業法第３条第

１項の届出が必要。（滋賀

県では、令和元年 11 月

27日現在で 70件の届出）

 

市街化

調整区

域に 

おける

活用 

・滋賀県では、日野町にお

いて、受け入れ体制など、

農家民泊の仕組み・スキ

ームが確立していること

から、市街化調整区域に

おける農家民泊が認めら

れている。 

・市街化調整区域において

は、農林漁業者が経営す

る客室延床面積 33 ㎡未

満の農家民宿であれば許

可対象となる。（非農林漁

業者（個人）による客室

延床面積 33 ㎡未満の農

家民宿は要相談） 

・市街化調整区域では、客

室延床面積 33 ㎡以上の

農家民宿、非農林漁業者

（個人以外）による客室

延床面積 33 ㎡未満の農

家民宿は、基本的に許可

されない。 

・既存住宅の一部を用途変

更して農家民宿を行う場

合は、都市計画法第 43 条

の許可が必要。 

・滋賀県では、市街化調整

区域で農家民宿を開業す

る場合、特例許可を受け

る必要がある。 

・農業者用住宅など、「属人

性のある建築物」で住宅

宿泊事業者が届出住宅に

居住しない民泊を行うこ

とは、特定の権利を有す

る方が居住しないことと

なり、都市計画法に違反

することなる。 

・属人性がない場合：許

可不要 

・属人性があり、家主居

住型の場合：許可不要

・属人性があり、家主不

在型の場合：原則、不

可 

※ただし、住宅所有者の死

亡、破産、遠方への転居な

ど、社会通念上、空家等と

なることがやむを得ない

場合には、用途変更に関す

る開発審査会の許可を得

た上で、属人性のない住宅

へと変更できる場合があ

る。 
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（３）成果 

①住まいの記憶史調査 

ⅰ）空家所有者等への聴き取り調査、調査方法の一般化 

「住まいの記憶史」調査は、家屋そのものや所有者だけに限定したものではなく、地域におけ

る家屋の役割や、地域住民も含めた家屋の思い出などを聴き取ることで、語り手の意識が変わる

ことが明らかとなった。 

本調査は、家屋を住み継ぐ意識づくりだけではなく、地域づくりにおける大切な思い出や、思

い入れなどを振り返るきっかけとなるものであり、これらを包括的に住み継いでいくことが、住

み継ぐまちづくりとして地域の景観保全や地域振興において重要となると考えられる。 

また、本事業において「住まいの記憶史」調査の対象としたＡ氏所有の空き家においては、NPO

法人の活動拠点として利活用することとなり、所有者の方の住まいの記憶を丁寧に聞き取りなが

ら、移住・定住の受け皿、コミュニティの拠点、まちづくり団体の活動の場など、所有者の想い

や地域のニーズに応える空き家の利活用、美しい景観の保全や、心穏やかに住み続けられる地域

コミュニティの維持に繋げていく予定としている。 

表６ 本事業における住まいの記憶史調査の副次的効果 

・家屋・家族・地域について考えるきっかけ 

・部屋・物・情報の整理のきっかけ 

 （【Ｃ氏】家財を改めて確認し、家財の処分・活用を検討するきっかけになった） 

・家屋・人生・暮らしの肯定的位置付け（「私たちの○○にはきちんと価値がある」など） 

・記憶史を紡いできた人たちとの再会 

 （【Ｂ氏】音信が途絶えていたかつてのインターン生に、数年振りに連絡をとり、繋がった）

・記憶史を紡いでいく人たちとの出会い 

 （【Ａ氏】大切に残してきた空家が NPO 法人の活動拠点等として利活用されるようになった）

 

図２ Ａ氏所有空き家の改修イメージ 
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ⅱ）「住まいの記憶史」ポスター型リーフレット制作 

「住まいの記憶史」を記録として整理し、家屋に相応しい次なる使用者（所有者）へのマッチ

ングにつなげるため、これらを住み継ぐ次なる使用者に効果的に伝えるため、デザインに拘った

ポスター型リーフレットを制作した。 

表面はポスターとしても使用できる写真をデザインし、裏面には、「住まいの記憶史」調査の

記録を客観的な視点での物語となるよう、特徴的な発言はなるべくそのまま使うよう配慮しつつ、

リーフレットとして取りまとめた。紙面の上下には、暮らしのエピソードをピックアップしてデ

ザイン良く整理した。 

図３ 「住まいの記憶史」リーフレット（表面） 
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図４ 「住まいの記憶史」リーフレット（裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 「住まいの記憶史」リーフレット（裏面・部分拡大） 
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ⅲ）「住まいの記憶史」調査ガイドライン作成 

「住まいの記憶史」調査の一般化に向け、本事業による経験等をベースとして、『「住まいの記

憶史」調査ガイドライン』を取りまとめた。『「住まいの記憶史」調査ガイドライン』は、序章の

「住まいの記憶史制作」から、終章の「「住み継ぐ」主体」まで、全５章で構成している。 

序章では、「空き家問題」と「住まいの記憶史」の関係について、家族や地域の集合的記憶の

場となる家屋に着目し、家屋が醸成する地域性と共同性の観点を踏まえ、生活や遊びなどの具体

的な記憶、建物や景観、自然環境との調和、地域社会の価値観など、家屋にまつわる生活史から

アプローチする考え方やポイントを整理している。また、終章では、集合的記憶の場となる家屋

を継承する意義を整理するとともに、家屋の継承は住まいの記憶の継承ではなく、新しく家屋を

継承する方も、住まいの記憶史の主役として物語を未来へ紡いていく必要性や重要性を取りまと

めている。 

なお、『「住まいの記憶史」調査ガイドライン』は、本事業の成果として、広く情報発信してい

く予定としている。 

表７ 「住まいの記憶史」ガイドラインの構成 
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ⅳ）活動成果報告会の開催 

「住まいの記憶史」調査を広く情報発信するため、令和２年２月２４日に『語りから紡ぐ「住

まいの記憶史」～国土交通省 空き家対策の担い手強化・連携モデル事業 成果報告会』を開催し

た。成果報告会では、第１部として、事業概要説明及び事業報告を行い、第２部として、「住ま

いの記憶史」調査を体験するワークショップを実施した。参加者においては、専門家だけができ

る調査ではなく、誰でもが取り組める調査であることに対して理解を深め、聴き取りの楽しさや

難しさを体感する機会となった。 

     図６ 成果報告会 次第            写真４ 成果報告会の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表８ ワークショップの構成 

項  目 内  容 

チームづくり 
・グループ内で自己紹介（名前、参加した理由、活躍できそうなこと） 

・役割分担（このチームで聞き取りをすることになったら…） 

写真観察 

・観察からの問いかけ 

【ポイント】 ・知識・興味関心によって観察の視点が違う 

・観察はあくまで観察。決めつけず後で確認 

・「外見」だけが対象ではない 

・３枚の写真を観察し、グループで話し合いながら「問い」を考える 

【ポイント】 ・それぞれの観察・推測の結果を聞くだけでなく、どう問いか

ければよいかを考える 

・観察・推測は全員が披露しなくてもよい 

・誰かの言ったことに感想や意見を言う 

・登壇者が「架空の家屋所有者」として参加者の方の問いに答える 
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②市街化調整区域における空き家利活用に向けた条例や基準の見直しのロードマップの作成 

多様な住まい方の選択肢を広げ、美しい風景の保全に繋がる市街化調整区域の空き家の利活用

に向けて、現在の制度運用の考え方や他都市の先進事例を整理し、宿泊施設としての利用に関す

る制度活用の方向性を整理した。また、お試し居住などの移住者ニーズが一定あるものの、原則、

市街化調整区域において空き家等の賃貸が難しい現状を改善していく方向性を含め、今後の空き

家の利活用に向けた対策のロードマップを検討した。 

短期の取組としては、都市計画法第 34 条第 11 号、第 12 号指定区域における空家等を住宅、

店舗等に利活用する基準の見直しを行うとともに、属人性のある既存住宅等において住宅宿泊事

業を行うことを目的とした用途変更に関する基準の設定に取り組む方向性を整理した。また、こ

れらの制度運用に当たっては、自治会の理解や自治会活動への参加等に加え、空き家バンクや NPO

法人と連携した形の運用基準の必要性を整理した。 

図７ 市街化調整区域の空家等の利活用に向けた対策イメージ 

 

 

表９ 市街化調整区域における宿泊施設としての利活用が想定される制度の活用の方向性 

 農家民泊（農泊） 農家民宿 
住宅宿泊事業法（民泊新

法）による住宅宿泊事業 

市街化調

整区域に 

おける空

家等の活

用に向け

た方向性 

・体験メニューや宿泊先の

手配などをマネジメン

トする体制が整えば、市

街化調整区域における

農家民泊は可能。 

・農林漁業者については、

客室延床面積 33 ㎡未満

（10 人未満の場合は一

人当たり 3.3 ㎡以上）で

の小規模農家民宿であ

れば、特例許可を受けれ

ば、現時点においても農

家民宿は可能。 

・空家等の場合は、属人性

のある住宅を、やむを得

ない場合として、用途変

更しなければならない

可能性が高い。 

・一般的に、市街化調整区

域における既存住宅は

属人性があるものが多

く、空家等の場合は所有

者等が不在であるため、

属人性のある住宅を、や

むを得ない場合として、

用途変更する必要があ

る。 

・なお、属人性のないもの

や属人性があっても所

有者等が居住する場合

は、現時点において、住

宅宿泊事業は可能。 
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③NPO 団体の設立（認可申請準備中） 

本事業名称のとおり、当初は、美しい風景の構成要素となっている空き家の利活用に向けたリ

ノベーションまちづくりの視点を基本としていたが、本事業の活動を通じて、空き家に限定する

ことなく、家屋にまつわる記憶史の視点から、美しい継承すべき家屋そのものを対象とした活動

にシフトしていく方向性となった。本事業において、NPO 団体の設立までは至っていないが、引

き続き、「住まいの記憶史」チームを中心に、空き家所有者や移住希望者、空き家相談員など多

様な主体が参画・連携した NPO 団体の設立に向けた取組を進めていく。 

図８ NPO 法人のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 10 NPO 法人の概要 

項  目 内  容 

名称 ・NPO 法人 くらすむ滋賀 

活動の目的 

・美しい家屋を住み継ぐための仕組みとして語りを紡ぐことにより、地域

文化や地域社会の伝承を再発見、再確認し、「住まいの記憶史」をとりま

とめながら、百年先の未来へと地域社会をつないでいくことに寄与する

ことを目的とする。 

主な活動内容 

・「住まい記憶史」手法を通じた空き家利活用 

・『住み継ぐネットワーク』（地域×所有者×専門家×NPO）による空き家利

活用支援 

・民泊法を活用した市街化調整区域の空き家利活用促進デザイン 

・人材育成の継続、更なる多様なネットワーク体制づくり 

活動事業 

【特定非営利活動に係る事業】 

・住まいの記憶史事業 

・まちづくり支援事業 

【その他の事業】 

・空き家バンク運営支援事業 

・空き家リノベーション支援事業 

・空き家マッチング支援事業 

・空き家相談事業 

・まちづくり活動推進事業 

NPO法人「くらすむ滋賀」設立
・「住まい記憶史」手法を通じた空き家利活用 ・『住み継ぐネットワーク』（地域×所有者×専門家×NPO）による空き家利活用支援
・民泊法を活用した市街化調整区域における空き家利活用促進デザイン ・人材育成の継続、更なる多様なネットワークづくり

「住まい記憶史」調査
家屋所有者の想いを社会学者と

建築士のチームが人生史調査を実施

空き家相談員（地域）
× RMRスタッフ
× 専門家

総合的空き家対策ネットワークを構築

人材育成 ネットワーク構築

市街化調整区域での

民泊法による利活用
促進デザイン

「住まい記憶史」デザインブックをもと

に、建築士や専門家が民泊法による
利活用方策・仕組みをデザイン

住み継ぐネットワーク

所有者

NPO 専門家

地域

「住まい記憶史」

ポスター型リーフ
レット（マッチング
ツール）

民泊法による利活用スキーム

農家⺠泊

農家⺠宿

⺠泊新法
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３．評価と課題 

①「住まいの記憶史」調査 

空き家や地域、周辺環境等の視点から取り組んでいるこれまでの全国的な空き家対策とは異な

り、家屋にまつわる生活史の視点から空き家問題にアプローチした点は、全国的な人口減少時代

における空き家対策の在り方として評価できる。特に、「住まいの記憶史」調査は、家屋にまつ

わる生活史の点から自発的な終活へのアプローチに効果があると考えられるため、更なる実践を

重ね、空き家予防対策として、調査方法等の深度化に取り組むことが重要になると考えられる。 

また、本事業における「住まいの記憶史」調査は、社会学者と建築士が中心となって実施した

が、専門家しかできない内容ではなく、また、メンバーが同じ役割を担う必要もなく、メンバー

それぞれの知識や興味・関心、得意分野を活かして調査を行うことが望ましいため、一般化に向

けた「住まいの記憶史」調査ガイドラインを取りまとめたことは評価できる。今後は、このガイ

ドラインが日本全国、多くの地域で広く活用され、様々な地域で美しい保全すべき家屋が引き継

がれていくための取組が必要となる。 

更に、「住まいの記憶史」調査は、家屋そのものや所有者だけに限定したものではなく、地域

における家屋の役割や、地域住民も含めた家屋の想い出などを聴き取ることで、語り手の意識が

変化することが明らかとなった。本調査は、家屋を住み継ぐ意識づくりだけではなく、地域づく

りにおける大切な想い出や思い入れなどを振り返るきっかけとなるものであり、これらを包括的

に紡いでいくことが、“住み継ぐまちづくり”として地域の景観保全や地域振興において重要に

なると考えられる。 

②「住まいの記憶史」ポスター型リーフレット 

本事業で制作した「住まいの記憶史」ポスター型リーフレットは、「住まいの記憶史」調査の

結果を一つの成果として、デザインに拘りつつ取りまとめたものであり、広く情報発信していく

ツールとして評価できる。その一方、当初の思惑としては、NPO 団体の事業財源として、所有者

からの受託を目指すイメージであったが、現実的には厳しい状況が予測されるため、社会的効果

を視野に入れ、公共部門が実施する地域まちづくりにおけるツール、継承すべき家屋・景観資源

の保全に向けた活用ツールとして、必要性や重要性の発信、制作費用の確保に取り組んでいく必

要がある。 

③市街化調整区域における空き家利活用に向けたロードマップの作成 

市場の中で解決されにくい市街化調整区域の空き家の利活用に関して、本市の状況を踏まえた

条例や基準の見直しの在り方を整理した点は評価ができる。今後は、市街化調整区域の空き家の

利活用に関しては、集落地域や地域社会を維持していくための視点で、法改正を要望していくと

ともに、運用面で解決できるものは議論・検討していく必要がある。また、そのため、継続的な

庁内プロジェクトのような組織横断的な会議体が必要となっている。 

④NPO 団体の設立 

「住まいの記憶史」調査を通じて、社会学者や建築士、デザイナー、コンサルタント、大学生、

行政が中心となったネットワークを構築し、NPO 団体の設立に向けた検討は進めてきたが、NPO

団体の設立までは至っていない。また、今後、行政の様々な空き家対策事業の担い手としての活

動を見据えた場合、自治会単位の空き家相談員や移住者など、多様な主体とのネットワーク化に

は課題が残っている。今後は、空き家所有者や移住希望者への相談対応や、空き家バンクの運営

等を通じて、「住まいの記憶史」チームとの交流など、多様な主体が参画・連携した空き家対策

の母体づくりに取り組んでいく必要がある。特に、様々な空き家所有者や移住希望者に寄り添い、

NPO 団体に繋ぐ NPO 団体の専従スタッフや構成メンバーが求められており、今後の人材育成や優

秀な人材確保にも積極的に取り組んでいく必要がある。 
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４．今後の展開 

①NPO 団体の設立、多様な活動の本格始動 

本事業を通じて、様々な立場のメンバーが参画し、NPO 団体の設立に向けた準備を進めてきた

が、今後は、NPO 団体の設立、本格始動し、「住まいの記憶史」調査に加え、地域や所有者、専門

家などによる『住み継ぐネットワーク』による空き家利活用の支援、空き家バンクの運営など、

市が切望している各種空き家対策の担い手としての役割を果たしていく。また、周辺地域におい

て空き家対策や景観まちづくり等に取り組んでいるまちづくり団体等との連携を深め、それぞれ

の特徴を活かした相互連携の取組を進めていく。 

②「住まいの記憶史」調査の継続、調査方法等のバージョンアップ 

本事業において、「住まいの記憶史」調査の実施、調査ガイドラインの制作、ポスター型リー

フレットの制作に取り組み、調査の一般化に向けた一定の成果を得ることができた。今後は、対

象地域や対象物件のバリエーションを増やし、美しい保全すべき家屋の継承に向けた更なる実施

を継続するとともに、その経験を整理・分析しつつ、更に様々な地域で活用されるよう、調査方

法や調査ツールなどをバージョンアップしていく。また、調査の一般化に向けて、自治会単位の

空き家相談員などを対象とした講習会を開催する。更に、事例を重ねつつ、「住まいの記憶史」

調査を通じた空き家の利活用や予防への効果について研究・分析を行い、これからの時代におけ

る社会的意義等についても広く情報発信していく。 

③多様な主体との連携・ネットワーク化 

NPO 団体の設立、本格始動に取り組みつつ、今後は、多くの地域や空き家相談員、建築や不動

産の専門家、司法書士や行政書士、税理士、銀行、大学、社会福祉協議会などの福祉関係団体等

との連携・ネットワーク化を図り、多様な事情を抱える空き家や美しく継承すべき家屋に対応し

ていく。また、子育て世代の定住や移住の受け入れなどの政策課題を見据えつつ、地域や空き家

所有者と移住希望者との交流なども積極的に取り組んでいく。 

④市街化調整区域における空き家利活用に向けた条例や基準の見直し 

本事業を通じて整理したロードマップに基づき、50 軒を超える市街化調整区域の空き家の利活

用に向けて、計画的に市の条例や基準の見直しを進めていく。特に、市街化調整区域における空

き家の利活用に関しては、全国的な法改正や弾力性のある制度運用の流れもあることから、国や

関係機関とも連携を図りながら、段階的に本市の市街化調整区域にふさわしい空き家の利活用の

促進に取り組んでいく。 
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■事業主体概要・担当者名 

設立時期 ― 

代表者名 栗東市長  野村 昌弘 

連絡先担当者名 栗東市建設部住宅課 竹山 和弘 

連絡先 
住所 〒520-3088 滋賀県栗東市安養寺一丁目 13-33 

電話 077-551-0347 

 

  


